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男女共同参画基本計画（第２次）（抜粋） 

 

 

平成１７年１２月２７日 

閣 議 決 定 

 

 

第２部 施策の具体的方向と具体的施策 

１ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

施  策  の  基  本  的  方  向 

（１）国の政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

  行政分野において、施策の対象及び施策の影響を受ける者の半分は女性であるこ

とから、女性の参画を拡大していくことが重要である。政策・方針決定過程への男

女共同参画は民主主義の要請である。 

 平成15年の「社会のあらゆる分野において、2020年までに、指導的地位に女性が

占める割合が、少なくとも30％程度になるよう期待する。そのため、政府は、民間

に先行して積極的に女性の登用等に取り組むとともに、各分野においてそれぞれ目

標数値と達成期限を定めた自主的な取組が進められることを奨励する」との男女共

同参画推進本部決定に従い、国の政策・方針決定過程への女性の参画を進める。 

 国の審議会等については、平成12年の男女共同参画推進本部決定において、平成

17年度末までのできるだけ早い時期に女性委員の割合を30％にするという目標が掲

げられ、着実に達成が図られてきた。これを踏まえ、新しい目標の設定など更に努

力が必要である。 

 女性国家公務員については、国家公務員法に定める平等取扱いと成績主義の原則

に基づきながら、女性の採用・登用等を促進する。政府としては、人事院の策定す

る指針を踏まえ、仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し等の環境整備も含め、女

性の採用・登用等の促進に向けて積極的な取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【参考資料１】
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具 体 的 施 策                      
 

担当府省 

ア 女性国家公務員の採用・登用等の促進 

○女性国家公務員の採用・登用等の促進 

・「2020年までに、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも30

％程度になるよう期待する。」との目標を踏まえ、また、女性国家

公務員の採用・登用の拡大等についての平成16年の男女共同参画

推進本部決定等に従い、女性国家公務員の採用、登用、職域拡大

及び能力開発を一層推進する。 

・各府省において、前述の平成15年及び平成16年の男女共同参画推

進本部決定並びに人事院が策定した「女性国家公務員の採用・登

用の拡大に関する指針」等を踏まえ、「女性職員の採用・登用拡大

計画」の見直しを図るなど、総合的かつ計画的に取組を推進する。 

・平成22年度頃までの政府全体としての採用者に占める女性の割合

の目安として、国家公務員Ⅰ種試験の事務系の区分試験（行政、

法律、経済）については30％程度（平成17年度21.5％）、その他の

試験については、Ⅰ種試験の事務系の区分試験の目標を踏まえつ

つ、試験毎の女性の採用に係る状況等も考慮して、できる限りそ

の割合を高めることを目標とする。 

・女性国家公務員の登用の一層の拡大を図るため、計画的に女性職

員の育成に努めるとともに、従来女性職員が就いていなかった官

職に女性職員を登用する等、女性職員の職域の拡大に努める。 

・前述の平成16年の男女共同参画推進本部決定等を受けて、女性国

家公務員の採用及び登用、各府省における取組状況等に関して、

定期的に調査し公表するなどのフォローアップを行う。 

・女性の国家公務員の採用・登用の一層の拡大を図る上で必要な制

度面及び運用面の整備・改善事項（例えば、中途採用の活用、必

要に応じたゴール・アンド・タイムテーブル方式の法制化）につ

いて検討を行い、できる限り実施する。 

・人事院において、メンター（先輩の助言者）の導入に関する検討

を行う。 

○仕事と育児・介護等家庭生活との両立支援 

･ 常勤の国家公務員に育児・介護のための短時間勤務制度を導入す

る。 

・職業生活と家庭生活を両立する上で必要不可欠である業務簡素化

を進め超過勤務の更なる縮減に取り組む。 

・育児休業、介護休暇等の取得促進を図り、代替要員の確保に努め

るとともに、各制度についての情報提供と理解促進に努める。特

に、育児休業については、育児休業取得率の社会全体での目標値

（男性10％）等を踏まえ、育児休業取得率の低い男性職員の取得

率の向上を図る。（平成16年度0.9％） 

・国家公務員のテレワーク導入に向けて、関係省庁連絡会議等にお

いてテレワークに資する制度等の環境整備について検討する。 

 

 

全府省、【人事院】
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女性のチャレンジ支援策の推進について 

 

平 成 15年 ６ 月 20日 

男女共同参画推進本部決定 

 

１積極的改善措置 

 

標記については、「女性のチャレンジ支援策の推進に向けた意見」（平成１５年４月８日男

女共同参画会議決定）に基づき、国連ナイロビ将来戦略勧告で示された国際的な目標である

３０％の目標数値や諸外国の状況を踏まえ、社会のあらゆる分野において、２０２０年まで

に、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも３０％程度になるよう期待する。そのた

め、政府は、民間に先行して積極的に女性の登用等に取り組むとともに、各分野においてそ

れぞれ目標数値と達成期限を定めた自主的な取組が進められることを奨励する。 

 

２チャレンジ支援のためのネットワーク形成の重要性 

 

女性のチャレンジ支援のための関連情報のワンストップ・サービス化、ネットワーク化を

図るため、国による女性のチャレンジ支援関係施策の情報を総合的に提供する。このため、

関連府省が連携・協力し、平成１５年度中に情報提供システムを構築し、各府省が提供して

いる女性のチャレンジ支援策の情報の体系化を図る。 

 

 

 

 

 

女性国家公務員の採用・登用の拡大等について 

 

平 成 16年 ４ 月 27日 

男女共同参画推進本部決定 

 

「女性のチャレンジ支援策の推進について」（平成15年6月20日 男女共同参画推進本部決

定）においては，「社会のあらゆる分野において，2020年までに，指導的地位に女性が占める

割合が，少なくとも30%程度になるよう期待し，政府は，民間に先行して積極的に女性の登用

等に取り組む」等としたところである。この決定に基づき，国家公務員法に定める平等取扱

の原則及び成績主義の原則を前提としつつ女性国家公務員の採用・登用の一層の拡大を図る

ため，政府全体としての目標を設定し，目標達成に向けた具体的取組を定めるなどして，総

合的かつ計画的な取組を推進することとする。また，女性国家公務員の採用・登用の一層の

拡大を図る上で必要な制度面及び運用面の整備・改善事項等について検討を行うこととする。 

 

【補足参考資料】 


